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(証券コード 2139)


平成23年６月７日


株 主 各 位
岐阜県岐阜市塩町二丁目６番地


代表取締役社長 後 藤 一 俊


第33回定時株主総会招集ご通知


拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　また、このたびの東日本大震災により被災された皆様には、心よりお見舞い申しあ
げます。


さて、当社第33回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。


なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月21日 (火曜日）午後
６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。


敬 具


記


1. 日 時 平成23年６月22日（水曜日）午前10時


2. 場 所 岐阜県岐阜市橋本町一丁目10番地11


じゅうろくプラザ ５階中会議室２


3. 目的事項


報告事項 第33期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事業報告
の内容報告の件


決議事項


第１号議案 第33期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計算書類
の承認の件


第２号議案 剰余金処分の件


第３号議案 定款一部変更の件


第４号議案 取締役５名選任の件


第５号議案 監査役１名選任の件


第６号議案 会計監査人選任の件


以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます


ようお願い申しあげます。
◎ 株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社


ウェブサイト（http://www.chuco.co.jp）に掲載させていただきます。


― 1 ―


定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2011年05月24日 16時50分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.40 20110126_02）







(添 付 書 類)


事 業 報 告


（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）


1. 会社の現況に関する事項


(1) 事業の経過及びその成果


当期におけるわが国経済は、政府の景気刺激策により、緩やかな回復の兆しが


見られたものの、依然として続く円高や、デフレからの脱却が進まない状況等に


加え、この度の東日本大震災により、景気の先行きが懸念される状況となりまし


た。


当社が属する広告業界におきましては、インターネット広告費が7,747億円、前


年比9.6%増となったものの、マスコミ四媒体（新聞・雑誌・テレビ・ラジオ）は


２兆7,749億円、前年比1.9％減となったこと等から、平成22年の国内総広告費は


５兆8,427億円、前年比1.3％減（株式会社電通発表による）となり、インターネ


ット以外の媒体への広告出稿は、依然として減少傾向が続いている状況でありま


した。


このような状況下、当社では従来の広告代理業から、自ら広告媒体を発行する


メディア企業への業態転換を更に推進するために、メディア事業におきまして、


フリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』を当第２四半期に１誌、当第３四


半期に３誌、当第４四半期に３誌、合計７誌を創刊いたしました。


また、当社のＩＴ事業展開として、平成22年２月に開設いたしました、地域み


っちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）と、当社の発行す


るフリーマガジンとのクロスメディア化を図ってまいりました。


その結果、売上高は3,941,807千円（前期比6.0％増）となり、売上総利益は、


粗利率の高いメディア事業の構成比が、前期の47.5％から当期は53.1％と5.6％高


まったことから、1,532,438千円（前期比14.6％増）となりました。


また、販売費及び一般管理費につきましては、回収不能の恐れのある債権に対


し、貸倒引当金を22,474千円計上したこと等から、1,401,983千円（前期比8.5％


増）となったことから、営業利益は130,454千円（前期比194.8％増）、経常利益は


114,406千円（前期比191.8％増）となりました。


　当期純利益につきましては、特別損失として会員権評価損を8,799千円計上した


こと等から、84,172千円（前期比1,435.4％増）となりました。
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なお、事業の部門別の売上高は次のとおりであります。


事業の部門別売上高


区 分
平成21年度
第32期


平成22年度
(当期)第33期


増減率


メ デ ィ ア 事 業 1,766,704
千円


2,093,949
千円


18.5
％


広 告 Ｓ Ｐ 事 業 1,950,627 1,847,858 △5.3


合 計 3,717,332 3,941,807 6.0


(注)1. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。
2. 前事業年度の販売実績は、事業部門再編後の事業の種類別に組替えて表示しております。


〔メディア事業〕


メディア事業では、フリーマガジン『地域みっちゃく情報誌』を下記の通り創刊


いたしました。


　７月『月刊ＦｕＲＩＭＯ（フリモ）名古屋・中村』


　 （愛知県名古屋市中村区、62,750部発行）


　 10月『月刊ＦｕＲＩＭＯ（フリモ）名古屋・中川』


　 （愛知県名古屋市中川区、85,700部発行）


　 10月『イセラ』（三重県伊勢市、53,000部発行）


　 11月『月刊ＦｕＲＩＭＯ（フリモ）名古屋・西』


　 （愛知県名古屋市西区、52,200部発行）


　 ２月『オウティ』（滋賀県近江八幡・東近江市、57,000部発行）


　 ３月『月刊ＦｕＲＩＭＯ（フリモ）名古屋・北』


　 （愛知県名古屋市北区、72,150部発行）


　 『月刊ＦｕＲＩＭＯ（フリモ）名古屋・港』


　 （愛知県名古屋市港区、57,440部発行）


また、当社が運営いたします、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フ


リモ』（furimo.jp）におきましては、フリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』


に掲載する広告情報とのクロスメディア化を図り、『フリモ』の掲載情報の充実と、


会員獲得に努めました。


会員には、クーポン・クチコミ情報・地図・店舗の詳細情報等を、モバイル機器を


通して無料で提供し、広告主には自ら操作できる販売促進機能を搭載することで、


効果的な集客方法、費用対効果の高いマーケティング手段を提供し、競合他社との


差別化を図りました。


さらには、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』のフランチャ


イズ契約を３社と締結いたしました。
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この結果、メディア事業の売上高は、2,093,949千円（前年比18.5％増）となりま


した。


なお、当社が発行するフリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』は合計26誌、


総発行部数は1,501,180部となり、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フ


リモ』（furimo.jp）の会員数は、31,049名、掲載店舗数は5,148件となっておりま


す。


(注)発行部数、会員数、掲載店舗数は平成23年３月末現在


〔広告ＳＰ事業〕


広告ＳＰ事業におきましては、当社のメディア事業とのコラボレーションに力を


入れて取り組んで参りました。


　当社がドミナント戦略で展開するフリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』


を、複数組み合わせてセット販売することで、エリア広告戦略の媒体として広告主


に提案したり、フリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』を切り口に獲得した


広告主に対しましては、セールスプロモーションを企画提案すること等により、さ


らなる受注の獲得に努めました。


　しかしながら、政府によるエコカー・エコポイント、エコカー減税制度の終了及


び縮小に伴い、カーディーラー及び、住宅・不動産関連企業からの受注が下半期は


減少傾向となりました。


　この結果、広告ＳＰ事業の売上高は1,847,858千円(前期比5.3％減)となりました。


(2) 設備投資の状況


当期において、特記すべき事項はありません。


(3) 資金調達の状況


当期において、特記すべき事項はありません。
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(4) 対処すべき課題


当社が対処すべき課題は、平成22年７月に発表いたしました中期経営計画の２


年目として、確実に計画を実践することが重要であると考えております。


中期経営計画におけるフリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』の総発行


部数250万部達成に向けて、愛知県名古屋市内を中心に、フリーマガジン『地域み


っちゃく情報誌』を創刊し、第34期末迄に、総発行部数200万部を目指してまいり


ます。


地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）におきま


しては、会員数７万人、掲載店舗数７千件を目指してまいります。


また、地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト『フリモ』（furimo.jp）の


フランチャイズ契約を３社と締結いたしておりますが、更に『フリモ』のフラン


チャイズ展開を推進して『フリモ』の普及に努めてまいります。


また、中期経営計画で掲げております、セントレックスから東証２部への市場


変更を目指すため、業務のシステム化による経営合理化を図りつつ、更なる内部


統制の徹底を図ってまいります。


　さらに、社内に設置した『女性の働き易い職場作りプロジェクト』により、当


社の労働環境を高め、優秀な人材の獲得を推進してまいります。


株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう


お願い申しあげます。


(5) 財産及び損益の状況の推移


区 分
平成19年度
第30期


平成20年度
第31期


平成21年度
第32期


平成22年度
(当期)第33期


売 上 高 4,592,430
千円


4,312,975
千円


3,717,332
千円


3,941,807
千円


当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )


32,262
千円


△219,017
千円


5,482
千円


84,172
千円


１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)


4.82
円


△33.64
円


0.86
円


13.16
円


総 資 産 2,774,167
千円


2,324,950
千円


2,353,069
千円


2,314,124
千円


純 資 産 703,948
千円


437,089
千円


449,856
千円


536,411
千円


(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しておりま
す。


(6) 重要な親会社及び子会社の状況


① 親会社との関係


該当事項はありません。


② 重要な子会社の状況


該当事項はありません。
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(7) 主要な事業内容


区 分 事 業 の 内 容


メ デ ィ ア 事 業


・フリーマガジン『地域みっちゃく生活情報誌』の発行


　岐阜県
 「Kanisan club」「Sarubobo CLUB」「Wao!」「おりべくらぶ」
 「たんとん」「minto」「maika」「きらら」「らせる」「GUJOプラス」「GiFUTO」
三重県
 「ぽろん」「ベルブ」「よっかいちai」「つぅぴーす」「ふぁみんぐ」「イセラ」
滋賀県
 「こんきくらぶ」「botejako CLUB」「オウティ」
福井県
 「kirameki CLUB」
愛知県
 「FuRIMO（中村)」「FuRIMO（中川)」「FuRIMO（西)」「FuRIMO（北)」
 「FuRIMO（港)」


・地域みっちゃく生活情報総合ポータルサイト
 「フリモ」（furimo.jp）の運営


・通信販売部門：インターネット通販の実施
 「8989通販倶楽部」、
 「わくわく生活(楽天市場)」、
 「1147こだわる通販ショップYahoo!店」


・教育研修部門
　 研修・講演会・コンサート・シンポジウム・セミナーの企画・運営


広 告 Ｓ Ｐ 事 業


・広告SP部門
　 広告戦略・広告計画の立案、自社メディア・新聞・雑誌・テレビ
　 ラジオ・インターネット・屋外広告等の広告媒体取扱、広告制作及び
　セールスプロモーション等の実施
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(8) 主要な拠点等


名 称 所 在 地 名 称 所 在 地


本 社 岐 阜 県 岐 阜 市 土 岐 支 局 岐 阜 県 土 岐 市


名 古 屋 支 社 名 古 屋 市 中 村 区 郡 上 支 局 岐 阜 県 郡 上 市


東 京 支 社 東 京 都 港 区 桑 名 支 局 三 重 県 桑 名 市


三 重 支 社 三 重 県 津 市 鈴 鹿 支 局 三 重 県 鈴 鹿 市


IT セ ン タ ー 岐 阜 県 大 垣 市 四 日 市 支 局 三 重 県 四 日 市 市


岐 阜 支 局 岐 阜 県 岐 阜 市 津 支 局 三 重 県 津 市


可 児 支 局 岐 阜 県 可 児 市 松 阪 支 局 三 重 県 松 阪 市


高 山 支 局 岐 阜 県 高 山 市 伊 勢 支 局 三 重 県 伊 勢 市


大 垣 支 局 岐 阜 県 大 垣 市 彦 根 支 局 滋 賀 県 彦 根 市


多 治 見 支 局 岐 阜 県 多 治 見 市 長 浜 支 局 滋 賀 県 長 浜 市


各 務 原 支 局 岐 阜 県 各 務 原 市 近 江 八 幡 支 局 滋 賀 県 近 江 八 幡 市


本 巣 支 局 岐 阜 県 本 巣 市 敦 賀 支 局 福 井 県 敦 賀 市


中 津 川 支 局 岐 阜 県 中 津 川 市 名 古 屋 支 局 名 古 屋 市 中 村 区


関 支 局 岐 阜 県 関 市


(9) 従業員の状況


従 業 員 数 前 期 末 比 増 減


185名 ―名


(10) 主要な借入先


借 入 先 借 入 額


岐 阜 信 用 金 庫 821,522
千円


株 式 会 社 岐 阜 銀 行 126,580


株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 71,610


(11) その他会社の現況に関する重要な事項


該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項


(1) 発行済株式の総数 6,463,135株（自己株式242,865株を除く。)


(2) 株 主 数 368名


(3) 大 株 主


株 主 名 持 株 数 持 株 比 率


後 藤 一 俊 3,400,000株 52.6％


中 広 従 業 員 持 株 会 369,400 5.7


岐 阜 信 用 金 庫 334,000 5.2


トーヨーキッチンアンドリビング株式会社 200,000 3.1


有 限 会 社 ナ カ ジ マ 182,000 2.8


後 藤 千 文 175,000 2.7


中 島 永 次 160,000 2.5


株 式 会 社 岐 阜 銀 行 100,000 1.5


松 田 隆 69,000 1.1


橋 本 眞 一 郎 50,000 0.8


東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 50,000 0.8


あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 50,000 0.8


(注) 持株比率は、自己株式（242,865株）を控除して計算しております。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項


(1) 当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況


・新株予約権の数


50個


・目的となる株式の種類及び数


普通株式100,000株（新株予約権１個につき2,000株）


・当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計


回次 (行使価額) 行 使 期 限 個 数 保有者数


取 締 役 第１回 (150円) 平成27年１月31日 38個 ３名


監 査 役 第１回 (150円) 平成27年１月31日 12個 ２名


(注) 社外取締役は選任しておりません。


(2) 当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の状況


該当事項はありません。


(3) その他新株予約権等に関する重要な事項


該当事項はありません。


4. 会社役員に関する事項


(1) 取締役及び監査役の氏名等


氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職の状況


後 藤 一 俊 代表取締役社長 日本地域広告会社協会（JLAA）理事長


中 島 永 次 専 務 取 締 役(メディア本部長兼管理本部長)


山 倉 藤 雄 取 締 役(広告SP本部長)


長 澤 晃 取 締 役
(広告SP本部副本部長
兼岐阜支社長)


林 隆 之 取 締 役
(広告SP本部副本部長
兼東京支社長)


伊 藤 幸 見 常 勤 監 査 役


阿 部 眞 澄 美 常 勤 監 査 役


辻 徹 監 査 役 弁護士（辻法律事務所）


(注) 1. 平成22年６月29日開催の第32回定時株主総会において、阿部眞澄美氏が新たに監査役に選
任され就任いたしました。


2. 監査役辻 徹氏は社外監査役であり、名古屋証券取引所上場有価証券の発行者の会社情報
の適時開示等に関する規則第31条の２に定める独立役員として同取引所に届け出ておりま
す。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額


取締役５名 64,706千円（うち社外－名 －千円）


監査役３名 11,951千円（うち社外１名 1,911千円）


(3) 社外役員に関する事項


監査役 辻 徹


ア．重要な兼職先と当社との関係


辻法律事務所の所長であります。なお、当該事務所と当社との間には、特


別の関係はありません。


イ．当該事業年度における主な活動状況


(ア) 取締役会への出席状況


取締役会（16回開催)


出席回数 出席率


監査役 辻 徹 14回 87.5％


(イ) 取締役会への発言状況


出席した取締役会においては、社外監査役として、必要に応じ報告事項


や決議事項について適宜質問するとともに、社外の立場から意見を述べて


おります。


ウ．責任限定契約の内容の概要


当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当


該契約に基づく賠償責任限度額は、金240万円と法令の定める最低責任限度額


とのいずれか高い額となります。
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5. 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他の


業務の適正を確保するための体制


当社は、取締役会において上記体制につき、次のとおり決議いたしました。


(1) 取締役･使用人の職務執行が法令･定款に適合することを確保するための体制


① 当会社の「社是」「経営理念」「倫理行動規範」を基に、代表取締役社長が繰り返


しその精神を役職員に伝えることにより、法令及び社会倫理の遵守を企業活動の前


提とすることを徹底する。


② コンプライアンス担当部署及びそれを所管するコンプライアンス担当役員を任命


し、全社的なコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。コンプライ


アンス担当役員は必要に応じて、関係者（弁護士・会計士・税理士等社外者を含


む）に、コンプライアンス上の重要な問題に関し助言を求め、その結果を取締役会


に報告する。各業務担当取締役及び執行役員は、各業務部門固有のコンプライアン


スリスクを分析し、その対策を具体化する。


③ 内部監査室は、コンプライアンスの状況を監査し、監査結果を定期的に代表取締


役社長及び監査役に報告するものとする。


④ 各部長、取締役及び執行役員ならびに監査役がコンプライアンス上の問題を発見


した場合は、速やかに、コンプライアンス担当部署に報告する体制を構築する。報


告を受けたコンプライアンス担当部署は、その内容を調査し、再発防止策を担当部


門と協議の上、決定し、全社的に再発防止策を実施する。


(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項


代表取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理につき全社的


に統括する責任者を役員の中から任命し、文書管理規程に従い、職務執行に係る情


報を文書または電磁的媒体に記録し、保存する。取締役および監査役は、これらの


文書等を必要に応じ閲覧できるものとする。


(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制


組織的リスク状況の監視および全社的対応は管理本部が行うものとする。コンプ


ライアンス、品質、情報セキュリティおよび災害等に係るリスクについては、それ


ぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作


成・配布等を行うことを原則とし、必要に応じて管理本部が、それを支援する。新


たに生じたリスクについては取締役会において速やかに対応責任者となる役員を定


める。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制


以下の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図る。


① 社内規程に基づく職務権限・意思決定ルールの策定


② 取締役・執行役員を構成員とする「役員会」の設置


③ 取締役会による予算の策定と月次・四半期業績管理の実施


④ 常務会および取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施


(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制


現在子会社はないが、当社では「関係会社管理規程」を制定し、関係会社を管理


する役員を設置して管理するとともに、当社および関係会社間での内部統制に関す


る協議、情報の共有化、提示、要請の伝達が効率的に行われる体制の構築を備えて


いる。


(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用


人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項


監査役のその職務を補助すべき使用人については、経営企画・法務部が当たるこ


とと規定されている。その人事については、監査役の事前の承認を得て行うととも


に独立性を確保するものとする。


(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関


する体制


① 取締役および使用人は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業務


の執行状況の報告を行う。


② 取締役および使用人は、当社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査状況、リスク


管理に関する事項およびその他コンプライアンス上重要な事項を速やかに報告す


る。報告の方法については、取締役と監査役との協議により決定する方法による。


(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制


監査役は社内規程に基づき、取締役および監査法人、内部監査室と緊密な連携を


図り、的確な監査を実施する。


○ 当社の反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方


反社会的勢力、団体に対しては、総務部を窓口として毅然とした態度で組織的に


対応する。


さらに、これらの勢力、団体からの介入を防止するため警察当局等と緊密な連携


を図るとともに、当社業務への関与を拒絶し、あらゆる要求を排除する。


〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表


(平成23年３月31日現在)
（単位：千円)


資 産 の 部 負 債 の 部


科 目 金 額 科 目 金 額


流 動 資 産 1,080,580 流 動 負 債 1,238,865


現 金 及 び 預 金 571,942 買 掛 金 364,004


受 取 手 形 21,495 短 期 借 入 金 572,000


売 掛 金 420,185 １年内返済予定長期借入金 128,820


仕 掛 品 4,090 未 払 金 36,274


前 払 費 用 8,373 未 払 費 用 34,598


未 収 入 金 59,797 未 払 法 人 税 等 22,175


そ の 他 の 流 動 資 産 12,019 未 払 消 費 税 等 23,508


貸 倒 引 当 金 △17,324 前 受 金 9,152


預 り 金 16,177


固 定 資 産 1,233,543 賞 与 引 当 金 32,000


有形固定資産 816,959 そ の 他 の 流 動 負 債 154


建 物 161,809 固 定 負 債 538,846


構 築 物 3,290 長 期 借 入 金 527,642


機 械 及 び 装 置 367 長 期 未 払 金 10,295


車 両 運 搬 具 2 繰 延 税 金 負 債 909


工 具 器 具 備 品 5,349 負 債 合 計 1,777,712


土 地 646,139 純 資 産 の 部


無形固定資産 34,092 株 主 資 本 540,690


電 話 加 入 権 19,326 資 本 金 378,950


ソ フ ト ウ ェ ア 6,766 資 本 剰 余 金 69,450


ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 8,000 資 本 準 備 金 69,450


投資その他の資産 382,491 利 益 剰 余 金 107,882


投 資 有 価 証 券 47,964 利 益 準 備 金 10,000


破 産 更 生 債 権 等 268,982 そ の 他 利 益 剰 余 金 97,882


差 入 保 証 金 155,134 繰 越 利 益 剰 余 金 97,882


長 期 前 払 費 用 517 自 己 株 式 △15,592


賃 貸 資 産 105,932 評価・換算差額等 △4,278


そ の 他 の 投 資 等 61,851 その他有価証券評価差額金 △4,278


貸 倒 引 当 金 △257,891 純 資 産 合 計 536,411


資 産 合 計 2,314,124 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,314,124


(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書


（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）


（単位：千円)


科 目 金 額


売 上 高 3,941,807


売 上 原 価 2,409,369


売 上 総 利 益 1,532,438


販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,401,983


営 業 利 益 130,454


営 業 外 収 益


受 取 利 息 2,770


受 取 配 当 金 539


そ の 他 30,318 33,628


営 業 外 費 用


支 払 利 息 26,495


社 債 利 息 100


そ の 他 23,080 49,677


経 常 利 益 114,406


特 別 損 失


固 定 資 産 売 却 損 1,993


投 資 有 価 証 券 売 却 損 40


投 資 有 価 証 券 評 価 損 63


会 員 権 評 価 損 8,799 10,896


税 引 前 当 期 純 利 益 103,510


法人税、住民税及び事業税 19,337


当 期 純 利 益 84,172


(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書


（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）


（単位：千円)


株主資本


資 本 金


資本剰余金 利 益 剰 余 金


資 本
準 備 金


利益準備金


そ の 他
利益剰余金 利益剰余金


合 計
繰越利益剰余金


平成22年３月31日残高 378,950 69,450 10,000 13,710 23,710


事業年度中の変動額


当 期 純 利 益 ― ― ― 84,172 84,172


自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ―


自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ― ―


株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額)


― ― ― ― ―


事業年度中の変動額合計 ― ― ― 84,172 84,172


平成23年３月31日残高 378,950 69,450 10,000 97,882 107,882


株 主 資 本
評 価 ・ 換 算
差 額 等


純資産合計


自己株式 株主資本合計
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金


平成22年３月31日残高 △22,934 449,176 680 449,856


事業年度中の変動額


当 期 純 利 益 ― 84,172 ― 84,172


自 己 株 式 の 取 得 △74 △74 ― △74


自 己 株 式 の 処 分 7,416 7,416 ― 7,416


株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額 (純額)


― ― △4,959 △4,959


事業年度中の変動額合計 7,341 91,514 △4,959 86,554


平成23年３月31日残高 △15,592 540,690 △4,278 536,411


(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表


重要な会計方針


1. 資産の評価基準及び評価方法


有価証券の評価基準及び評価方法


その他有価証券


時価のあるもの ……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直


入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）


時価のないもの ……… 移動平均法による原価法


たな卸資産の評価基準及び評価方法


商 品 ……… 総平均法による原価法


原 材 料 ……… 総平均法による原価法


仕 掛 品 ……… 個別法による原価法


なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価の切


下げの方法により算定しております。


2. 固定資産の減価償却の方法


有 形 固 定 資 産 ……… 定率法


ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除


く）については、定額法を採用しております。


なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について


は、３年間均等償却によっております。


無 形 固 定 資 産 ……… 自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期


間（５年）に基づく定額法を採用しております。


長 期 前 払 費 用 ……… 当該資産の有効期間にわたり、均等償却しております。


3. 引当金の計上基準


貸 倒 引 当 金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実


績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能


性を検討し、回収不能見込額を計上しております。


賞 与 引 当 金 ……… 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき当該事業年


度負担額を計上しております。


4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項


消費税等の処理方法 …… 税抜方式によっております。
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貸借対照表に関する注記


1. 担保資産及び担保付債務


担保に供している資産


建 物 120,863千円


土 地 490,014千円


賃 貸 資 産 105,141千円


預 金 138,168千円


投 資 有 価 証 券 3,250千円


合 計 857,438千円


担 保 付 債 務


短 期 借 入 金 422,000千円


長 期 借 入 金 526,102千円


(内一年内返済予定長期借入金 88,985千円)


合 計 948,102千円


2. 有形固定資産等の減価償却累計額


有 形 固 定 資 産 336,311千円


賃 貸 資 産 33,679千円


株主資本等変動計算書に関する注記


1. 発行済株式の総数に関する事項


株式の種類
前事業年度末
の 株 式 数


当事業年度
増加株式数


当事業年度
減少株式数


当事業年度末
の 株 式 数


普通株式(株) 6,706,000 － － 6,706,000


2. 自己株式に関する事項


株式の種類
前事業年度末
の 株 式 数


当事業年度
増加株式数


当事業年度
減少株式数


当事業年度末
の 株 式 数


普通株式(株) 313,887 978 72,000 242,865


（変更事由の概要）


　増加数の内訳は、次の通りです。


　 単元未満株式の買取による増加 978株


　減少数の内訳は、次の通りです。


　 第三者割当による減少 72,000株


3. 配当に関する事項


(1) 配当金支払額


　該当事項はありません。
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力が翌事業年度となるもの


決議 株式の種類 配当の原資
配当の総額
（千円）


１株当たり
配当額（円）


基準日 効力発生日


平成23年６月22日
定時株主総会


普通株式
繰越利益


剰余金
19,389 3.00


平成23年


３月31日


平成23年


６月23日


4. 新株予約権に関する事項


該当事項はありません。


税効果会計関係に関する注記


1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳


（繰延税金資産)


賞与引当金超過額 12,726千円


未払法定福利費 1,742千円


貸倒引当金 80,444千円


ゴルフ会員権評価損 24,892千円


繰越欠損金 43,753千円


減損損失 16,729千円


未払事業税 1,179千円


その他 4,357千円


繰延税金資産小計 185,825千円


評価性引当額 △185,825千円


繰延税金資産合計 －千円


（繰延税金負債)


その他有価証券評価差額金 909千円


繰延税金負債合計 909千円


差引：繰延税金負債の純額 909千円


2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳


(単位：％)


法定実効税率 39.8


(調整)


交際費等永久に損金に算入されない項目 3.7


役員賞与 0.4


住民税均等割 4.3


評価性引当額の増減 21.9


繰越欠損金の充当 △66.7


留保金課税 12.1


その他 3.2


税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.7
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リース資産に関する注記


所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース


取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下のとお


りであります。


(借主側）


1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当


額


取 得 価 額 相 当 額
(千円)


減価償却累計額相当額
(千円)


期 末 残 高 相 当 額
(千円)


工 具 器 具 備 品 19,266 16,722 2,543


なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が


低いため、支払利子込み法により算定しております。


2. 未経過リース料期末残高相当額等


未経過リース料期末残高相当額


１年以内 2,416千円


１年超 127千円


合 計 2,543千円


なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等


に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。


3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失


支払リース料 5,486千円


減価償却費相当額 5,486千円


4. 減価償却費相当額の算定方法


リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。


5. 減損損失について


当事業年度において認識された減損損失はありません。
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金融商品に関する注記


1. 金融商品の状況に関する事項


(1) 金融商品に対する取組方針


当社は、市場環境や長短のバランスを勘案して、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達


しております。また、資金の運用は主に安全性の高い預金で運用しています。なお、デリバティブ


取引については行っておりません。


(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制


営業債権である受取手形及び売掛金には、顧客の信用リスクに晒されており、当該リスク管理の


ため、当社は、与信管理規程により取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、各営業部


門により定期的に信用状況を把握しております。投資有価証券には市場価格の変動リスクがありま


す。当該リスクの管理のため、発行体の財務状況や市場価格の推移等、継続的モニタリングを行っ


ております。


営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金のうち、


変動金利借入については金利の変動リスクに晒されていますが、変動金利預金等とのバランスを定


期的に見直すなどの対策を行っております。


2. 金融商品の時価等に関する事項


平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。


なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２）


参照)。


（単位：千円）


貸借対照表
計上額


時価 差額


(1)現金及び預金 571,942 571,942 －


(2)受取手形 21,495 21,495 －


(3)売掛金 420,185


貸倒引当金(※) △3,477


売掛金（純額） 416,707 416,707 －


(4)投資有価証券


その他有価証券 30,063 30,063 －


(5)破産更生債権等 268,982 －


貸倒引当金(※) △211,851 －


破産更生債権等（純額） 57,131 57,131 －


資産計 1,097,340 1,097,340 －


(1)買掛金 364,004 364,004 －


(2)未払金 36,274 36,274 －


(3)短期借入金 572,000 572,000 －


(4)１年内返済予定の長期借入金 128,820 129,476 656


(5)長期借入金 527,642 527,149 △492


負債計 1,628,740 1,628,904 163


(※) 売掛金及び破産更生債権等に対して個別計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1) 現金及び預金
預金は短期または１年内の定期預金であり、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿


価額によっております。
(2) 受取手形及び(3)売掛金
受取手形及び売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当


該帳簿価額によっております。
(4) 投資有価証券
株式の時価は取引所の価格によっております。


(5) 破産更生債権等
破産更生債権等については、担保による回収見込額に基づいて貸倒見積高を算定しているた


め、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似している
ことから、当該価額をもって時価としております。


負債
(1) 買掛金、(2)未払金
買掛金及び未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該


帳簿価額によっております。
(3) 短期借入金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお


ります。
(4) １年内返済予定の長期借入金及び(5)長期借入金
長期借入金の時価は、同一の残存期間で同条件の借入れを行う場合の金利を用いて、元利金の


合計額を割り引く方法によっております。
デリバティブ取引
当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。


（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)


区分 貸借対照表計上額


投資有価証券 (*1)


非上場株式
その他


12,900
5,000


差入保証金 (*2) 155,134


長期未払金 (*3) 10,295


合計 183,329


(*1) 市場価格がなく、かつ合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められ
ることから、上表「（4）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。


(*2) 償還予定時期の予測が困難であり、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困
難と認められることから、上表には含めておりません。


(*3) 市場価格がなく、かつ合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められ
ることから、上表には含めておりません。
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（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
(単位：千円）


区分 １年以内
１年超
５年以内


５年超
10年以内


10年超


現金及び預金 571,942 － － －


受取手形及び売掛金 438,203 － － －


投資有価証券


その他有価証券のうち満期のあるもの(その他) － － － －


合計 1,010,145 － － －


破産更生債権等については、償還予定額が見込めないため、上記には含めておりません。


（注４）長期借入金の決算日後の返済予定額
(単位：千円）


区分 １年以内
１年超
２年以内


２年超
３年以内


３年超
４年以内


４年超
５年以内


５年超


長期借入金 128,820 128,820 125,280 98,980 73,740 100,822


合計 128,820 128,820 125,280 98,980 73,740 100,822


賃貸等不動産に関する注記


当社は、愛知県その他の地域において、賃貸倉庫及び賃貸住宅等（土地を含む）を所有しておりま


す。これら賃貸等不動産に関する貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日にお


ける時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。


(単位：千円）


貸借対照表計上額 決算日における
時価前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高


賃貸等不動産 141,362 △6,248 135,114 135,291


（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当事業年度増減額は、減価償却費であります。
（注３）決算日における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書


に基づく金額、その他の物件については、路線価による相続税評価額又は固定資産税評価額
によっております。


また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における損益は次のとおりであります。


(単位：千円）


賃借収益 賃貸費用 差額
その他


（売却損益等）


賃貸等不動産 8,794 8,340 454 ―
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関連当事者との取引に関する注記


関連当事者との取引は重要性の判断基準に照らし、取引金額が開示基準に満たないため、記載を省略


しております。


１株当たり情報に関する注記


１株当たり純資産額 83円00銭


１株当たり当期純利益 13円16銭


重要な後発事象に関する注記


該当事項はありません。
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監査役の監査報告書 謄本


監 査 報 告 書


私たち監査役は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第33期事業年度の


取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告


いたします。


1. 監査の方法及びその内容


各監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環


境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使


用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、


重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況


を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ


の附属明細書について検討いたしました。


さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計


算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び


その附属明細書について検討いたしました。


2. 監査の結果


(1) 事業報告等の監査結果


一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく


示しているものと認めます。


二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重


大な事実は認められません。


(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果


計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要


な点において適正に表示しているものと認めます。


平成23年５月13日


株式会社 中 広


常勤監査役 伊 藤 幸 見 ㊞


常勤監査役 阿 部 眞澄美 ㊞


監 査 役 辻 徹 ㊞


以 上
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株主総会参考書類


議案及び参考事項


第１号議案 　第33期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計算書類


の承認の件


本議案の内容は、添付書類（13～23頁）に記載のとおりであります。


なお、当社の取締役会は第33期計算書類が、法令及び定款に従い、会社財産及


び損益の状況を正しく示しているものと判断しております。


第２号議案 　剰余金処分の件


当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等を踏まえ


た内部留保を勘案し、安定的かつ継続的な配当を基本方針としておりますが、当


期につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。


1. 期末配当に関する事項


(1) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額


　 当社普通株式１株につき金３円（普通配当３円）


　 総額19,389,405円


(2) 剰余金の配当が効力を生じる日


　 平成23年６月23日


2. 剰余金の処分に関する事項


(1) 減少する剰余金の項目及びその額


　 繰越利益剰余金 2,000,000円


(2) 増加する剰余金の項目及びその額


　 利益準備金 2,000,000円


(3) 準備金の額の増加が効力を生じる日


　 平成23年６月23日


第３号議案 　定款一部変更の件


　 1. 提案の理由


(1) 当社は、当期末現在、会社法第２条第６項に定める大会社に該当いたし


ませんが、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため、監査役会


及び会計監査人の設置をお願いするものであります。


(2) その他現行条文の表現の見直しによる変更、並びに条文の新設に伴う現


行条数の変更を行うものであります。
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　 2. 変更の内容
　 変更の内容は次のとおりであります。


(下線 は変更部分)


現 行 定 款 変 更 案


第４条 （機関） 第４条 （機関）


１. 取締役会 １. 取締役会
２. 監査役 ２. 監査役


３. 監査役会
４. 会計監査人


第５章 監 査 役 第５章 監査役および監査役会


第30条 (員数)
　 当会社の監査役は、３名以内とする。


第30条 (員数)
　 当会社の監査役は、４名とする。


(新設) 第33条 (常勤の監査役)
　監査役会は、その決議によって常勤の監査役
を選定する。


(新設) 第34条 (監査役会の招集通知)
　監査役会の招集通知は、会日の３日前までに
各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要
があるときは、この期間を短縮することができ
る。
２. 監査役全員の同意があるときは、招集の


手続きを経ないで監査役会を開催すること
ができる。


(新設) 第35条 (監査役会規程)
　監査役会に関する事項は、法令または本定款
のほか、監査役会において定める監査役会規程
による。


第33条 (報酬等)
　 (条文省略)


第36条 (報酬等)
　 (現行どおり)


第34条 (監査役の責任免除)
　 (条文省略)


第37条 (監査役の責任免除)
　 (現行どおり)


(新設) 第６章 会計監査人


(新設) 第38条 (選任)
　会計監査人は株主総会の決議によって選任す
る。


(新設) 第39条 (任期)
　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとする。
２. 会計監査人は、前項の定時株主総会にお


いて別段の決議がなされなかったときは、
当該定時株主総会において再任されたもの
とみなす。


(新設) 第40条 (報酬等)
　会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役
会の同意を得て定める。


第６章 計 算 第７章 計 算


第35条～第38条 (条文省略) 第41条～第44条 (現行どおり)
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第４号議案 　取締役５名選任の件


取締役全員（５名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、


取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。


取締役候補者は次のとおりであります。


候補者
番 号


氏 名
(生年月日)


略歴、地位及び担当並びに
重要な兼職の状況


所有する当社
の 株 式 の 数


１
後 藤 一 俊


(昭和23年12月10日生)


昭和56年２月 当社入社


3,400,000株


昭和56年６月 当社常務取締役


昭和62年７月 当社代表取締役社長


平成17年11月 日本地域広告会社協会 (JLAA）
理事長（現任）


平成21年２月 当社代表取締役社長兼広告SP事業
本部長


平成21年６月 当社代表取締役社長（現任）


２
中 島 永 次


(昭和27年１月20日生)


昭和61年６月 当社入社


160,000株


平成４年３月 当社取締役


平成５年５月 当社常務取締役


平成７年４月 当社常務取締役統括営業本部担当


平成10年６月 当社専務取締役


平成14年６月 岐阜エフエム放送㈱取締役
（現任）


平成16年10月 当社専務取締役第２営業本部長


平成18年７月 当社専務取締役OM本部長


平成19年７月 当社専務取締役営業本部長


平成20年４月 当社専務取締役フリーマガジン事
業本部長


平成22年４月 当社専務取締役メディア本部長兼
管理本部長


平成23年６月 当社専務取締役メディア本部長
（現任）


３
松 田 隆


(昭和22年９月26日生)


平成19年３月 当社入社


69,000株


平成19年４月 当社社長室長


平成19年７月 当社執行役員社長室長東京担当


平成20年４月 当社執行役員管理本部長


平成22年４月 当社執行役員社長室長


平成23年６月 当社執行役員管理本部長（現任）
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候補者
番 号


氏 名
(生年月日)


略歴、地位及び担当並びに
重要な兼職の状況


所有する当社
の 株 式 の 数


平成３年４月 当社入社


平成14年４月 当社広告事業部第二営業部長


平成15年６月 当社執行役員広告事業担当


平成20年４月 当社広告SP事業副本部長兼岐阜支
社長


４
長 澤 晃


(昭和42年６月24日生)
平成21年６月 当社取締役広告SP事業副本部長兼


岐阜支社長
17,000株


平成22年４月 当社取締役広告SP本部副本部長兼
岐阜支社長


平成23年６月 当社取締役広告SP本部長兼岐阜支
社長（現任）


５
三田村 晴 代


(昭和30年２月24日生)


平成８年10月 当社入社


―株


平成17年４月 当社第２営業本部岐阜生活情報部
部長兼企画編集担当兼編集課長


平成19年４月 当社生活情報部編集・制作センタ
ー長


平成20年４月 当社フリーマガジン事業本部出版
部次長


平成22年４月 当社執行役員クリエイティブ本部
長（現任）


(注) 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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　 第５号議案　監査役１名選任の件


第３号議案「定款一部変更の件」が承認されますと、監査役会設置会社として


監査役４名が必要となりますので、新たに監査役１名の選任をお願いするもので


あります。


　なお、本議案に関しましては、監査役全員の同意を得ております。


　監査役候補者は次のとおりであります。


氏 名
(生年月日)


略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数


佐 藤 真 弘
(昭和22年11月２日生)


昭和46年４月 ㈱東京銀行（現 ㈱三菱東京UFJ銀行）


─株
平成12年12月 トリックス㈱取締役社長室長


平成17年９月 トリックス㈱代表取締役


平成22年10月 トリックス㈱代表取締役会長（現任）


(注)1．監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2．佐藤真弘氏は、社外監査役候補者であります。同氏には、会社経営者としての経験と見識を


活かし、当社の経営執行等の適法性について独立した立場で監査をしていただくため、社外
監査役としての選任をお願いするものであります。


3．当社は、社外監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、現行定款第37条において社
外監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めて
おります。これにより、佐藤真弘氏が監査役に就任された場合には、社外監査役として当社
との間で責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度
額は、金240万円以上で予め定める額と法令に定める額とのいずれか高い額となります。


　 第６号議案　会計監査人選任の件


第３号議案「定款一部変更の件」が承認されますと、会計監査人設置会社とな


りますので、有限責任 あずさ監査法人を会計監査人候補者として選任をお願いす


るものであります。


なお、本議案に関しましては、監査役の同意を得ております。


会計監査人候補者は次のとおりであります。
(平成23年３月31日時点)


　


名 称 有限責任 あずさ監査法人


主たる事務所の所在地 東京都新宿区津久戸町１番２号


沿 革


昭和60年７月 監査法人朝日新和会計社設立
平成５年10月 井上斎藤英和監査法人（昭和53年４月５日設立）と合併


し、名称を朝日監査法人とする
平成16年１月 あずさ監査法人（平成15年２月26日設立）と合併し、名称


をあずさ監査法人とする
平成22年７月 有限責任監査法人へ移行し、名称を「有限責任 あずさ監


査法人（英文名称 KPMG AZSA LLC）」に変更


概 要


資本金 3,000,000,000円
構成人員 公認会計士 2,494名


(うち代表社員32名、社員521名)
会計士補 108名
新試験合格者 1,752名
専門員 829名 (特定社員43名)


以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
<会場> じゅうろくプラザ ５階 中会議室２


岐阜県岐阜市橋本町一丁目10番地11


TEL.<058>262-0150㈹


〔交通機関のご案内〕
●JR岐阜駅より……………………徒歩／約２分 ●名鉄岐阜駅より………………徒歩／約７分
●岐阜各務原I.Cより約10km ………車／約15分 ●岐阜羽島I.Cより約15km ………車／約20分
〔駐車場のご案内〕
●有料駐車場 58台収容
●岐阜市駅西駐車場（会場となり）
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                               平成 23年６月 20日 
株主各位 


会 社 名 株 式 会 社  中  広
（コード番号２１３９：名証セントレックス）
本社所在地 岐阜県岐阜市塩町二丁目６番地
代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 後 藤 一 俊
問 合 せ 先 執行役員管理本部長 松 田  隆
電 話 番 号 （ 0 5 8 ） 2 4 7 - 2 5 1 1 （ 代 表 ）


（URL http://www.chuco.co.jp/）


 
招集通知記載事項の一部修正について 


 


 当社「第 33 回定時株主総会招集ご通知」の一部に修正すべき点がございましたので、 


本ウェブサイトをもって下記のとおり修正いたします。 


 


記 


修正箇所について 


 


１． 第４号議案 取締役５名選任の件（28 ページ） 


 （修正箇所は下線部分のとおりであります。） 
 
訂正前 


氏  名 
（生年月日） 


略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当 
社株式の数 


三田村 晴 代 
（昭和 30 年２月 24 日生） 


平成８年 10 月 当社入社 
平成 17 年４月 当社第２営業本部岐阜生活情報部長兼企画編集


担当兼編集課長 
平成 19 年４月 当社生活情報部編集・制作センター長 
平成 20 年４月 当社フリーマガジン事業本部出版部次長 
平成 22 年４月 当社執行役員クリエイティブ本部長（現任） 


－株


 
訂正後 


氏  名 
（生年月日） 


略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する当 
社株式の数 


三田村 晴 予 
（昭和 30 年２月 24 日生） 


平成８年 10 月 当社入社 
平成 17 年４月 当社第２営業本部岐阜生活情報部長兼企画編集


担当兼編集課長 
平成 19 年４月 当社生活情報部編集・制作センター長 
平成 20 年４月 当社フリーマガジン事業本部出版部次長 
平成 22 年４月 当社執行役員クリエイティブ本部長 


（現任） 


－株


 
２． 第５号議案 監査役１名選任の件（29 ページ） 


（修正箇所は下線部分のとおりであります。） 
 
訂正前 


氏  名 


（生年月日） 
略歴、地位及び重要な兼職の状況 


所有する当 


社株式の数 


佐 藤 真 弘 


（昭和 22 年 11 月２日生） 


昭和 46 年 ４月 ㈱東京銀行（現 ㈱三菱東京 UFJ 銀行） 


平成 12 年 12 月 トリックス㈱取締役社長室長 


平成 17 年 ９月 トリックス㈱代表取締役 


平成 22 年 10 月 トリックス㈱代表取締役会長（現任） 


－株


 


訂正後 


氏  名 


（生年月日） 
略歴、地位及び重要な兼職の状況 


所有する当 


社株式の数 


佐 藤 眞 弘 


（昭和 22 年 11 月２日生） 


昭和 46 年 ４月 ㈱東京銀行（現 ㈱三菱東京 UFJ 銀行） 


平成 12 年 12 月 トリックス㈱取締役社長室長 


平成 14 年 ９月 トリックス㈱代表取締役 


平成 22 年 ６月 トリックス㈱代表取締役会長 


平成 23 年 ６月 トリックス㈱取締役相談役（現任） 


－株


以上 





